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平成15年度予算の執行に対する成果を指標を用いて宣言

データに基づき、優先順位を数値化

１．成果主義の道路行政マネジメントの意義

① 道路行政の効率化 ：「成果主義」を各部門へ浸透し行政の意識改革を図ります。

② 道路行政の透明性の向上：目指すべき「成果」を事前に公表し、国民と行政の信頼関係
の再構築を図ります

２．「マネジメント・サイクル」の構築

成果主義の道路行政マネジメントの第一歩として、平成１５年度から「マネジメント・
サイクル」の構築をスタートします。

具体的には、成果指標を用いて１年後の数値目標等を示す「業績計画書」を策定・公表
します。

３．「平成15年度道路行政の業績計画書」の概要
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【指標ー１０】道路交通における死傷事故率【指標ー１】道路渋滞による損失時間
（渋滞モニタリング区間における渋滞損失時間）

事故危険箇所（交差点）の死傷事故率全国の都道府県道以上の道路における区間ごとの渋滞損失の順位
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＊本グラフは、死傷事故件数が８件/４年以上の交差点の死傷事故率を高い箇所から並べたもの
＊図中の％は、事故危険箇所対策を実施する2,717交差点数に対する割合
＊事故率不明数：18

平均事故率の１～５倍の交差点
のうち、 450箇所（17%)を抽出

4,178

平均事故率の５倍以上の交差点
のうち、 2,249箇所（83%)を抽出

22,857

幹線道路の交差点数 333,560

　うち、８件／４年以上 23,279

　うち、平均事故率(100件/億台キロ)以上 22,857

　うち、平均事故率の５倍以上 4,178
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４．政策テーマごとの指標及び数値目標

政策テーマ 現在の値 平成15年度の目標 Ｈ１９目標

約6.1億人時間/年
(渋滞ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ区間)

5.9億人時間/年
（2.5%削減）

約1割削減

5% 14% 50%

235時間/km･年 225時間/km･年
（4%削減）

約2割削減

13% 13% 15%

59% 61% 68%

72% 73% 77%

63% 64% 68%

17% 21% 約5割

7% 8% 13%

橋梁 86% 87% 93%

舗装 91%

66% 68% 76%

－

NO2 約6割 3%向上 約8割

SPM － 対象局の約1割
で道路寄与分を半減

対象局の約6割
で道路寄与分を半減

61% 63% 72%

2.6点 2.7点 3.0点

1,546万
ｱｸｾｽ/年

2,600万
ｱｸｾｽ/年

約1億
ｱｸｾｽ/年

暮らし

116件/億台キロ

安全

隣接する地域の中心の都市間が改良済みの国道で
連絡されている割合

日常生活の中心となる都市まで、３０分以内で安全か
つ安定的に走行できる人の割合

1日当たりの平均利用者数が5,000人以上の旅客施設
の周辺等の主な道路のバリアフリー化の割合

市街地等の幹線道路の無電柱化率

道路構造物保全率

ＮＯ２・ＳＰＭ環境目標達成率環境

道路行政の改革
（ｱｶｳﾝﾀﾋﾞﾘﾃｨの向上）

道路渋滞による損失時間

ＥＴＣ利用率

路上工事時間

規格の高い道路を使う割合

拠点的な空港・港湾への道路アクセス率

道路交通における死傷事故率

活力

夜間騒音要請限度達成率

ホームページアクセス数

指標

108件/億台キロ
（約１割削減）

118.4件/億台キロ

災害時に広域的な救援ルートが確保されている都市
の割合

ＣＯ２排出削減量
平成22年度までに運輸部門における二酸化
炭素排出量を約250百万t-CO2まで削減

現状の水準を維持

道路利用者満足度
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自動車保有台数あたり渋滞損失時間（左軸）

人口１人あたり渋滞損失時間（右軸）

出典：国土交通省資料
※ただし、自動車保有台数は日本自動車工業会「自動車統計月報2002年６月」
人口は総務省「国勢調査報告」（平成12年）による。

東京圏 名古屋圏 大阪圏

【指標－１】 道路渋滞による損失時間

全国、都道府県（茨城県）、都市圏（水戸都市圏）ごとの「渋滞３Ｄマップ」（Ｐ２７記載）

指標ごとの掲載データの例

都道府県別の人口１人あたり／自動車保有台数あたり渋滞損失時間（Ｐ２６記載）
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【指標－２】 ＥＴＣ利用率

図２ －２  都道府県別の ETC利用率（上段）及び平成 14年 8 月以降の伸び指数（下段） 
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都道府県別のＥＴＣ利用率（上段）及び平成14年8月以降の伸び指数（下段）（Ｐ３５記載）

【指標－１０】 道路交通における死傷事故率

事故危険箇所（交差点）の死傷事故率（Ｐ７９記載）
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その他の指標

図４ －３  都道府県別の規格の高い道路を使う割合 
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都道府県別の規格の高い道路を使う割合（Ｐ４７記載）

平成１５年度道路利用者満足度調査結果
「よく利用する道路全般についての満足度」（Ｐ１２５記

載）
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パフォーマンス・プラン

パフォーマンス・レポート

ビジネス・プラン

アニュアル・レポート

■アメリカ ■イギリス ■日本

計
画
レ
ベ
ル

執
行
レ
ベ
ル

施策・事業の実施

DOT

FHWA

FHWA Strategic Plan

U.S. DOT Strategic Plan

DFT

HA

Strategic Roads 2010

Transport 2010 The 10 year Plan

国土交通省

道路局

成果主義の新たな道路行政マネジメント（日米英の比較）

業績計画書

達成度報告書

社会資本整備重点計画
（社会資本整備の実施に関する重点目標等）

社会資本整備重点計画
（事業分野別の取組み）

● 行政が肥大化し、国民の声が届かなくなるとともに、行政の効率自体が低下している

のではないかという批判は多くの国において共通の問題として古くから認識されてい

る。

● 1980年代より、一部の国では、経営学的手法を採用した、いわゆるニュー・パブリッ

ク・マネジメント(NPM)といわれる一連の行政改革を進めている。

● 例えば、米国や英国においては、その一環として、成果を表す指標であるアウトカム

指標等を用いて政策目標を設定し、毎年度、業績を分析、評価し、以後の施策、事業

に反映する制度を、道路行政も含む、政府全体として導入している。

● 我が国においても、平成14年度より、「行政機関の行う政策の評価に関する法律」が

施行され、成果志向の行政への転換が推進されている。

● 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2003（平成15年6月27日閣議決定）」に

おいても、「事前の目標設定と事後の厳格な評価の実施により、税金がどのような成

果を上げたかについて、国民に説明責任を果たす予算編成プロセスを構築する」等、

成果重視した行政マネジメントの本格的な導入が進められている

参考
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H17年度平成１６年度平成１５年度平成１４年度

事後評価実施目標値設定

反映

事後評価実施目標値設定

H15業績計画書

Ｈ１５年７月公表

H15達成度報告書

H16年４～６月：公表

平
成
一
五
年
度
予
算
概
算
要
求

平
成
一
五
年
度
予
算
決
定

H14．8月 H15．3月 H16．４～６月

事

後

評

価

新たな道路行政マネジメントの流れ

道
路
行
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
究
会

提
言
と
り
ま
と
め

H15．6月

● 我が国の道路行政においても、透明性や効率性の向上を求めるため、納税者であり

道路利用者でもある国民に「成果」が見え、「成果」が実感できる行政が求められ、こ

れまでの画一的な道路整備の追求から、道路利用者のニーズに即した「成果」を重視

する方向への転換を図ることとしている。

● 道路行政においては、「成果」を重視する行政運営の一環として、行政の意識改革を

図り、国民と行政の信頼関係を再構築するため、平成15年度より毎年度、事前に定

量的な成果目標を定め、事後に達成度の評価を行い、評価結果を以降の行政運営

に反映させるという「マネジメント・サイクル」を構築。

● 「平成15年度 道路行政の業績計画書」は、この新しいマネジメント・サイクルの第一

歩として、策定・公表するもの。


